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第１節 生涯学習の基盤整備

１ 生涯学習推進体制の整備

(1) 宮崎県生涯学習審議会

平成30年８月の任期終了後から当面の間休会としている。次回の審議会については、必要に応じて立ち上

げることとしている。

２ 生涯学習情報提供・相談体制の整備

(1) 生涯学習情報提供

従来のシステムに県民自らが手軽に情報を登録・発信できるシステムを追加しており、県民の自発的な生

涯学習を支援するとともに、家庭教育の充実や青少年の体験活動の充実に資するため、生涯学習に関する多

様な情報を提供する。

ア インターネット事業 ～ 「みやざき学び応援ネット」の構築

(ｱ) 生涯学習関連情報（ホームページ）の充実

(ｲ) 生涯学習情報（データベース）の充実～学習機会・指導者・施設・団体・アシスト企業等

(2) 生涯学習相談

電話等による県民や市町村等からの生涯学習に関する相談に応じ、その学習機会や指導者等についての情

報提供を行う。
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３ 地域学校協働活動事業

（１） 事業の概要
原則として中学校区ごとに「地域学校協働本部」の整備を推進するとともに、幅広い地域住民や企業・

団体等の参画により、地域と学校が連携・協働し、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支え、地域を
創生する活動を推進する人材の育成及び普及・啓発のための研修及び協議会を実施する。

（２） 地域学校協働活動事業のねらい
地域と学校が連携・協働した活動を推進する体制の整備・確立を図り、地域の未来を支える人材の育成

及び持続可能な地域づくりに資する。

（３） 実施状況（令和４年度）
○ 地域学校協働本部の設置状況

本 対象
市町村名 部 本部名 学校数 学 校 名

数 小 中 義務
1 宮 崎 市 3 赤江中学校区 2 1 0 恒久小・宮崎南小・赤江中

広瀬中学校区 1 1 0 広 瀬小・広瀬中
赤江東中学校区 1 1 0 赤 江小・赤江東中

2 国富町 1 木脇中学校区 1 1 0 木 脇小・木脇中
3 綾 町 1 綾町 1 1 0 綾 小・綾中
4 日南市 10 吾 田地区 2 1 0 吾 田小・吾田東小・吾田中

飫肥地区 1 1 0 飫 肥小・飫肥中
南郷地区 2 1 0 南 郷小・潟上小・南郷中
油津地区 2 1 0 油 津小・桜ヶ丘小・油津中
東郷地区 1 1 0 東 郷小・東郷中
細田地区 3 1 0 細 田小・大堂津小・大窪小・細田中
鵜戸地区 1 1 0 鵜 戸小・鵜戸中
酒谷地区 1 0 0 酒 谷小
北郷地区 1 1 0 北 郷小・北郷中
榎原地区 1 1 0 榎 原小・榎原中

5 串間市 1 串間市 10 1 0 福 島小・有明小・北方小・金谷小
秋山小・大束小・大平小・本城小
市木小・都井小・串間中・福島高校

6 高鍋町 2 高 鍋町東区 1 1 0 高 鍋東小・高鍋東中
高鍋町西区 1 1 0 高 鍋西小・高鍋西中

7 西米良村 1 西 米良村 1 1 0 村 所小・西米良中
8 川南町 1 TeamKawaminami学びの 5 2 0 川 南小・通山小・東小・多賀小

ネットワークづくり事業 山本小・唐瀬原中・国光原中
9 都農町 1 都農町 3 1 0 都 農小・都農南小・都農東小・都農中
10 三 股 町 1 三股町 6 1 0 三 股小・勝岡小・梶山小・宮村小

長田小・三股西小・三股中
11 小 林 市 9 三松中学校区 1 1 0 三 松小・三松中

紙屋中学校区 1 1 0 紙 屋小・紙屋中
野尻中学校区 2 1 0 野 尻小・栗須小・野尻中
須木中学校区 1 1 0 須 木小・須木中
西小林中学校区 2 1 0 西 小林小・幸ヶ丘小・西小林中
東方中学校区 1 1 0 東 方小・東方中
永久津中学校区 1 1 0 永 久津小・永久津中
細野中学校区 1 1 0 細 野小・細野中
小林中学校区 2 1 0 小 林小・南小・小林中

12 え び の市 4 飯 野地区 1 1 0 飯 野小・飯野中
上江地区 1 1 0 上 江小 ･上江中
加久藤地区 1 1 0 加 久藤小・加久藤中
真幸地区 2 1 0 真 幸小・岡元小・真幸中

13 高 原 町 1 高原町 4 2 0 高 原小・広原小・狭野小・後川内小
後川内中・高原中

14 延 岡 市 12 北 方学園 1 1 0 北 方学園小・北方学園中
岡富中学校 0 1 0 岡 富中
延岡中学校区 1 1 0 東 小・延岡中
恒富中学校 0 1 0 恒 富中
東海中学校 0 1 0 東 海中
旭中学校区 1 1 0 旭 小・旭中
西階中学校 0 1 0 西 階中
南中学校区 1 1 0 緑 ヶ丘小・南中
土々呂中学校 0 1 0 土 々呂中
北浦中学校 0 1 0 北 浦中
北川中学校 0 1 0 北 川中

上南方小中学校 1 1 0 上 南方小・南方中
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15 日 向 市 7 富島中学校区 3 1 0 日 知 屋小・細島小・日知屋東小
富島中

財光寺中学校区 2 1 0 財 光 寺小・財光寺南小・財光寺中
大王谷学園 1 1 0 大 王 谷小・大王谷中
平岩小中学校 1 1 0 平 岩 小・平岩中
東郷学園校区 2 1 0 東 郷 小・坪谷小・東郷中
美々津中学校区 2 1 0 美 々 津小・寺迫小・美々津中
日向中学校区 2 1 0 富 高 小・塩見小・日向中

16 門 川 町 1 門川町 3 1 0 門 川 小・草川小・五十鈴小・門川中
17 諸 塚 村 1 諸塚村 2 1 0 諸 塚 小・荒谷小・諸塚中
18 椎 葉 村 1 椎葉村 5 1 0 椎 葉 小・松尾小・尾向小・不土野小

大河内小・椎葉中
19 美 郷 町 1 美郷町 1 1 2 美 郷 北義務教育・西郷義務教育

美郷南学園（南郷小・南郷中）
20 日 之 影町 1 日之影町 3 1 0 宮 水 小・高巣野小・日之影小

日之影中
21 五 ヶ 瀬町 1 五ヶ瀬町 4 1 0 鞍 岡 小・三ヶ所小・坂本小・上組小

五ヶ瀬中
21市 町村 61 105 62 2

○ 学校支援ボランティア活動の分類別取組状況（令和４年度） R5.3.31 現在

大 分 類 小 分 類 実 施 日 数 延人数

登下校安全指導 登下校安全指導 １３，０４５ １３０，３６１

読み聞かせ ７７１ ３，７５０
分 ４，９８５
学校支援活動 総合的な学習の時間 ８５３ ４，９３９

（延１７，８７３人）
野 算数・数学 １，４６７ ４，２７６

その他 １，８９４ ４，９０８
別 花壇整備・植木剪定等 ２２２ ２，０９３

６３４
環境整備 学校図書館の環境整備 １９９ ３１７

事 （延４，２５１人）
施設・備品等の補修・清掃等 ２１３ １，８４１

業 運動系 １，８４０ １，７８１ ３，４６３
部活動指導

文化系 （延３，５３０人） ５９ ６７

数 運動系 ８１ ９１１
３８０

学校との合同行事 文化系 １２１ ５１０
（延２，３５４人）

その他 １７８ ９３３

合 計 ２０，８８４ １５８，３６９

（４） 宮崎県の地域学校協働活動事業における成果と課題
【成果】
○ 補助金を希望する市町村に対して、国と県がそれぞれ補助率１/３以下を負担することにより、各市
町村の地域学校協働活動の体制整備や活動の充実が図られた。

○ 学校関係者や地域学校協働活動推進員、各種関係団体、企業等を対象として例年実施している地域学
校協働活動に係るシンポジウムやフォーラムは、参加形式をオンラインと集合を同時に行うハイブリッ
ド型で開催し、地域と学校の連携・協働の推進を図るための人材育成や、普及・啓発を広く行った。

○ コロナ禍における活動ではあったが、延べ１５万人以上のボランティアの参画があった。
○ 「地域学校協働活動推進員等研修会」と「放課後子ども総合プラン推進研修会」をそれぞれ３地区で
実施し、実践発表や協議などを通して人材の育成に努めることができた。

○ 新型コロナウイルスの感染拡大により活動が制限された状況はあったが、実践事例集を作成し、印刷
・配付及びホームページに掲載するとともに、研修会において活用することで好事例の周知が図られた。

【課題】
〇 すべての市町村において、持続的・効果的な地域学校協働活動の推進が図られるよう、地域学校協働
本部の整備・確立に向け、継続した支援が必要である。

〇 地域学校協働本部とコミュニティ・スクールを一体的に推進するために、教育庁内各課や市町村教育
委員会、地域住民、教職員が情報を交換し、共通理解を図る場を、今後も設ける必要がある。

○ 教育体制構築委員会や研修会の充実を図り、地域と学校の中核となる人材を育成していく必要がある。
○ 「みやざきの地域と学校の連携・協働の推進（手引き・概要版）」や、実践事例集を活用し、さらに
地域学校協働活動の普及・啓発を図る必要がある。
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第２節 社会教育の振興

１ 社会教育振興体制の整備充実

① 社会教育委員会議（令和４年度）
本県の社会教育の充実・振興に資するための研究・協議を行った。
◇ 会議開催回数 ５回
◇ 委員数 １８人
◇ 協議テーマ

第１回 生涯学習の視点に立った社会教育の在り方について
第２回 生涯学習の視点に立った社会教育の在り方について
第３回 生涯学習の視点に立った社会教育の在り方について
第４回 生涯学習の視点に立った社会教育の在り方について
第５回 生涯学習の視点に立った社会教育の在り方について

② 社会教育委員連絡協議会（令和４年度）
県及び市町村に設置された社会教育委員との連携と社会教育の振興を図るために各種事業を実施した。
◇ 活動方針
「地域住民が主体となって地域課題解決に取り組む社会教育」を目指して、各市町村・地区において、
社会教育関係団体や各種機関、企業、行政等間のネットワークづくりを進めながら社会教育活動の活
性化を図り、豊かな地域づくりに寄与していく。

◇ 事業内容 ア 理事会、総会 イ 地区別研修会 ウ 宮崎県社会教育委員研究大会等

２ 公立社会教育施設

市町村立の社会教育施設の設置状況は次のとおり。
（令和4年4月）

公立公民館 公民館 公民館等 視聴覚
市 町 村 名 計 図書館

中央館 地区館 類似施設 図書室 ライブラリー

宮 崎 市 １ ２５ ２６ ２ ４ １
国 富 町 １ １ １
綾 町 １ １ １
日 南 市 １ ７ ８ ４
串 間 市 １ ３ ４ １
都 城 市 １ １６ ２ １９ ２ *1 ３
三 股 町 １ ９ ６ １６ １
小 林 市 １ １ ２ ４ ３ *1
え び の 市 ２ ２ １
高 原 町 １ １ １
西 都 市 １ ５ ６ １
高 鍋 町 １ １ ２ １
新 富 町 １ ２ ３ １
西 米 良 村 ０ １
木 城 町 ０ １
川 南 町 ０ １
都 農 町 １ １ １
延 岡 市 １ １ ５ ７ ４ *1 １
日 向 市 １ ６ ２ ９ １ １
門 川 町 １ １ ２ １
諸 塚 村 １ １ １
椎 葉 村 １ １ １
美 郷 町 １ １ ２ ３
高 千 穂 町 １ ２ １ ４ １
日 之 影 町 ０ １
五 ヶ 瀬 町 １ １ ２ １

計 １８ ７９ ２５ １２２ ３３ １２ ３

＊１ 都城市立図書館、小林市立図書館、延岡市立図書館は分館を含む数
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第３節 青少年教育

１ 青少年教育
「地域の子どもは地域で守り育てる」という意識のもと、地域住民や行政の役割分担を明確にし、十分な連

携を図りながら、地域で生き生きと活動する青少年を育成する。
異年齢集団における様々な体験活動や活力ある地域づくりのボランティア活動情報等を提供したり、各種青

少年団体等への支援を促進することにより、地域の教育力の向上を図り、健全な青少年を育成する環境及び体
制を構築する。

（令和４年度青少年教育関連事業）
① 九州地区子ども会育成研究協議会宮崎大会 新型コロナウイルス感染症拡大により中止
② 宮崎県青年大会（体育大会と文化芸能大会） 参加者 95名
③ 全国青年大会 参加者 28名

（放課後子供教室推進事業）
全ての子ども（小学生を中心に、幼児や中学生を含む）を対象に希望者を募集し、学校の余裕教室等を活

用して放課後や週末等に子どもの活動拠点（放課後子供教室）を設け、地域住民の協力を得ながら、学習活
動や各種体験活動を行う。

放課後子供教室の推移（R3年度より放課後子供教室、地域未来塾、地域体験活動を含む）
29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

１６市町村 １５市町村 １５市町村 １４市町村 １５市町村 １４市町村
９２教室 ９１教室 ９２教室 ９０教室 ９４教室 ９２教室

２ 少年団体
少年団体には、子ども会、ボーイスカウト、ガールスカウト等があり、それぞれ独自の歴史と性格をもって

特色ある活動を展開している。
少年団体の推移 (生涯学習課所管の団体のみ）

年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度
団体名 団体数 団員数 団体数 団員数 団体数 団員数 団体数 団員数 団体数 団員数
子ども会 人 人 人 人 人

1,093 32,238 1,060 30,341 960 28,222 908 26,196 642 22,731
ボ ー イ 人 人 人 人 人
スカウト 54 463 58 504 58 445 53 382 52 357
ガ ー ル 人 人 人 人 人
スカウト 12 358 11 348 11 324 11 298 11 243

３ 青年団体
青年団は、各地域ごとに居住する青年男女により組織される団体であり、研修会や青年相互の意見交換会を

実施するなど、団員の資質の向上や地域の伝統芸能継承活動、イベントの実施など、地域の活性化を目的に活
動している。
宮崎県青年団協議会は、７０年余りにわたり本県の社会教育の振興・充実のために活動し、本県のリーダー

となる多くの人材を輩出している社会教育関係団体である。

宮崎県青年団協議会団体数及び団員の数の推移
年 度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度
団体数 13 13 13 11 11 11
団員数 378 333 340 207 216 202

※令和元年度は、年度中に休会となった小林市８名を含む
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第４節 成人教育

社会教育関係団体や公民館活動等の支援等を通じて、成人教育の推進を図っている。

１ 女性活動

女性団体の活性化や自主グループの組織化に努め、男女共同参画社会の実現に向けた女性の社会参加の促進

を図る。

各婦人団体人数 （人）

区 分 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

宮崎県地域婦人連絡協議会 2,754 2,529 2,426 2,204 2,109

J A宮崎県女性組織協議会 12,651 12,313 11,396 10,691 10,040

漁協女性部連絡協議会 1,159 904 786 750 671

婦人学級活動実績（市町村実施） （人）

年度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

学級 学級生数 学級 学級生数 学級 学級生数 学級 学級生数 学級 学級生数

開設数 92 2,300 85 2,064 57 1,593 59 1,740 75 2,432

２ ＰＴＡ活動

児童生徒の健全育成を図る社会教育関係団体としてのＰＴＡ活動の目的・意義の理解を深め、家庭及び地域

社会における教育の振興を図るとともに、生涯学習社会における望ましいＰＴＡの育成に努める。

ＰＴＡ団体数と会員数

区 分 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

団体数 会員数 団体数 会員数 団体数 会員数 団体数 会員数 団体数 会員数

宮崎県ＰＴＡ 340 78,487 339 77,924 336 77,606 333 77,459 328 77,039

連合会

宮崎県高等学校 40 23,116 40 22,649 39 21,955 38 21,356 38 20,761

ＰＴＡ連合会

県立特別支援 11 2,519 11 2,532 12 2,542 12 2,478 12 2,457

学校ＰＴＡ

３ 公民館活動

地域住民の生活文化の向上や連帯感の醸成を図り、地域づくり及び生涯学習の拠点としての公民館活動を推

進する。

① 公民館活動推進事業（令和４年度）※中止及び開催方法変更は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

・宮崎県公民館経営セミナー 年１回 215名

・宮崎県公民館大会 年１回 558名（対面及びオンライン）

・公民館ブロック別セミナー（県内５地区で開催） 年１回 総計260名

② 公立公民館施設の推移（類似施設を含む） （令和4年4月1日現在）

年度 平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

施設数 139 136 130 125 123 122
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公民館施設職員数 （令和4年4月1日現在）

区 分 事業別 人 員 計

館 長 専任 12 71

兼任 32

非常勤 27

指定管理

公民館主事 専任

兼任

非常勤

社会教育指導員 専任 6 107

兼任 4

非常勤 97

その他の職員 専任 66 146

兼任 34

非常勤 45

指定管理 1

計 専任 84 324

兼任 70

非常勤 169

指定管理 1

４ 高齢者教室

年 度 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

教室 参加者 教室 参加者 教室 参加者 教室 参加者 教室 参加者

開設数 143 5,821 157 5,673 90 2,866 91 2,566 106 3,465
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第５節 家庭教育

家庭教育は、保護者がその子どもに対して行う教育である。その自主性を尊重したうえで、祖父母や地域住

民、企業や学校等、地域ぐるみで家庭教育を支える環境づくりを推進することで、家庭や地域の教育力の向上を

図っている。

１ 「みやざき家庭教育サポートプログラム」普及事業

(1) 全県的な家庭教育支援の機運の醸成

○ 家庭教育支援啓発リーフレットの配付（幼稚園、保育園、認定こども園、小・中・高等学校等へ配付）

(2) 「みやざき家庭教育サポートプログラム」の普及

○ 「みやざき家庭教育サポートプログラム」リーフレットの配付

○ 高齢者学級や公民館講座、ＰＴＡ研修会等へトレーナーを派遣し、「みやざき家庭教育サポートプログ

ラム」を実施（令和４年度：114講座）

(3) 家庭教育を支える人材の育成

○ トレーナー養成研修会の実施（令和４年度：参加者数35名）

○ トレーナースキルアップ研修会の実施（令和４年度：参加者数16名）

２ 家庭教育学級
年度・対象 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

区 分 学級 学級生 学級 学級生 学級 学級生 学級 学級生 学級 学級生

一 般 学 級 人 人 人 人 人

360 14,376 359 15,424 232 8,402 211 8,385 220 8,664

妊 娠 期 の 親 の 人 人 人 人 人

た め の 学 級 0 0 28 579 0 0 0 0 0 0

明 日 の 親 の 人 人 人 人 人

た め の 学 級 48 1,148 41 891 20 644 36 857 67 1,174

父親のための学級 人 人 人 人 人

0 0 1 87 1 2 1 3 0 0

人 人 人 人 人

合 計 408 15,524 429 16,981 253 9,048 248 9,245 287 9,838
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第６節 視聴覚教育 

 

 県民の生涯学習を支える基盤整備の一つとして、映画、ビデオ等の視聴覚メディアやインター

ネット等の情報通信メディアの持つ特性を生かし、多様化・高度化する学習に対応する視聴覚

教育の一層の普及・充実に努め、生涯学習の場の拡大・学習方法の改善充実を図る。 

 

１ 施策の方向 

(1) 従来の視聴覚機器利用及びインターネット等の情報通信メディアの活用の促進 

(2) 県民の学習ニーズに対応したビデオ・ＤＶＤ等の購入や学習コンテンツの収集・制作 

(3) 県視聴覚ライブラリー及び地域視聴覚ライブラリーによる学校、地域、社会教育団体等

に対しての視聴覚機材・教材等の提供 

(4) 多様な視聴覚教育指導者の育成 

(5) 視聴覚教育にかかわる情報提供・学習相談体制の確立 

 

２ 県視聴覚ライブラリー（県立図書館内） 

(1) 県域の学校、地域、社会教育団体に対して視聴覚機材・教材等の貸し出し 

(2) 視聴覚資料等を利用した映写会・講座等の実施（令和４年度） 

事 業 名 内   容 期   日 参加者数 

図書館シアター 

名作をはじめ、人権や生

き方を考える映画等を

鑑賞する映写会 

７月 ６日（水） 

９月２８日（水） 

１２月 ３日（土） 

３月 ８日（水） 

 

 

延べ 

１１６人 

 

 

図書館子ども 

映写会 

子ども達の情操を養う

とともに、人権教育や安

全教育の一環となる作

品を鑑賞する映写会 

５月 ８日（日） 

 

 

３１人 

 

 

緑陰コンサート 

楽器の生演奏や演奏曲

の解 説を 楽し むコン

サート 

６月１９日（日） 

１１月１３日（日） 

 

延べ 

２２９人 

 

メモリアル宮崎 
～郷土を知ろう～ 

宮崎県の自然・文化・産

業・出来事などが記録さ

れた郷土に関する貴重

な１６ミリフィルムの

上映会 

１１月 ６日（日） 

１月１８日（水） 

 

延べ 

１３人 

 

 

129


	教育政策課・案１.pdfから挿入したしおり
	第2回校正.pdfから挿入したしおり
	R4 目次.pdfから挿入したしおり
	目　　次
	/
	宮崎県教育基本方針及び宮崎県人権教育基本方針……………………………………………………………    1
	宮崎県教育振興基本計画…………………………………………………………………………………………    2
	令和５年度　宮崎県の教育施策…………………………………………………………………………………    3
	第１章　教育行財政
	第１節　県教育委員会………………………………………………………………………………………    9
	１　教育委員……………………………………………………………………………………………    9
	２　委員会の会議………………………………………………………………………………………    9
	３　教育委員会規則の制定・改廃……………………………………………………………………   11
	４　県教育委員会事務局機構…………………………………………………………………………   12
	５　附属機関……………………………………………………………………………………………   15
	第２節　市町村教育委員会…………………………………………………………………………………   16
	１  設置状況……………………………………………………………………………………………   16
	２　教育委員……………………………………………………………………………………………   16
	３　教育長……………………………………………………………………………………………   16
	４　事務局職員数………………………………………………………………………………………   16
	第３節　教育財政……………………………………………………………………………………………   17
	第４節　企画・広報広聴・調査統計………………………………………………………………………   19
	１  企    画……………………………………………………………………………………………   19
	２　広 報 等……………………………………………………………………………………………   19
	３　調査統計……………………………………………………………………………………………   22


	R5 目次.pdfから挿入したしおり
	目　　次
	/
	宮崎県教育基本方針及び宮崎県人権教育基本方針……………………………………………………………    1
	宮崎県教育振興基本計画…………………………………………………………………………………………    2
	令和５年度　宮崎県の教育施策…………………………………………………………………………………    3
	第１章　教育行財政
	第１節　県教育委員会………………………………………………………………………………………    9
	１　教育委員……………………………………………………………………………………………    9
	２　委員会の会議………………………………………………………………………………………    9
	３　教育委員会規則の制定・改廃……………………………………………………………………   11
	４　県教育委員会事務局機構…………………………………………………………………………   12
	５　附属機関……………………………………………………………………………………………   15
	第２節　市町村教育委員会…………………………………………………………………………………   16
	１  設置状況……………………………………………………………………………………………   16
	２　教育委員……………………………………………………………………………………………   16
	３　教育長……………………………………………………………………………………………   16
	４　事務局職員数………………………………………………………………………………………   16
	第３節　教育財政……………………………………………………………………………………………   17
	第４節　企画・広報広聴・調査統計………………………………………………………………………   19
	１  企    画……………………………………………………………………………………………   19
	２　広 報 等……………………………………………………………………………………………   19
	３　調査統計……………………………………………………………………………………………   22

	表紙.pdfから挿入したしおり
	/

	R5 目次.pdfから挿入したしおり
	目　　次
	/
	宮崎県教育基本方針及び宮崎県人権教育基本方針……………………………………………………………    1
	宮崎県教育振興基本計画…………………………………………………………………………………………    2
	令和５年度　宮崎県の教育施策…………………………………………………………………………………    3
	第１章　教育行財政
	第１節　県教育委員会………………………………………………………………………………………    9
	１　教育委員……………………………………………………………………………………………    9
	２　委員会の会議………………………………………………………………………………………    9
	３　教育委員会規則の制定・改廃……………………………………………………………………   11
	４　県教育委員会事務局機構…………………………………………………………………………   12
	５　附属機関……………………………………………………………………………………………   15
	第２節　市町村教育委員会…………………………………………………………………………………   16
	１  設置状況……………………………………………………………………………………………   16
	２　教育委員……………………………………………………………………………………………   16
	３　教育長……………………………………………………………………………………………   16
	４　事務局職員数………………………………………………………………………………………   16
	第３節　教育財政……………………………………………………………………………………………   17
	第４節　企画・広報広聴・調査統計………………………………………………………………………   19
	１  企    画……………………………………………………………………………………………   19
	２　広 報 等……………………………………………………………………………………………   19
	３　調査統計……………………………………………………………………………………………   22



